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テクニカルノート

摂動を用いた影響波及解析による
ボトルネック工程の自動検出

木 下 大 輔†1 内 川 裕 貴†1

小 坂 祐 也†1 古 宮 誠 一†1

企業などでは，複数のプロジェクトが同時期に並行して進められている．このため，
同一の人的リソース（作業者）または非人的リソース（開発環境など）が，同時期に複
数のプロジェクトまたは作業で必要となり，使用されることがある．同一のリソース
が同時期に複数のプロジェクトまたは作業で使用されているとき，そのようなリソー
スが使用されている工程に対して日程調整や使用しているリソースの変更などを行う
場合，同時期に同一のリソースが使用されている別プロジェクトまたは別の作業との
関係で，使用しているリソースの変更も日程調整もできないような状況が生じる．我々
は，このような状況にある工程をボトルネック工程と呼んでいる．ボトルネック工程
にまで工程遅延が波及した場合，日程調整やリソース変更などの対策が行えないため
に，プロジェクトを納期までに完了できなくなってしまうことがある．ボトルネック
工程にまで工程遅延が波及しないようにするためには，ボトルネック工程よりも前の
工程で遅延を解消するなどの対策を講ずる必要がある．そこで本稿では，実プロジェ
クトで起こりうる種々の工程遅延が実際に起こったと仮定して，仮の工程遅延を与え
ること（これを摂動と呼ぶ）により，工程遅延が後続工程にどのような影響を及ぼす
かをシミュレート（影響波及解析）することにより，ボトルネック工程を自動検出す
る方法を提案するとともに，その方法の有効性を示している．

Automatic Detection of Bottleneck Processes through
Perturbation-based Repercussion Analysis
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Yuya Kosaka†1 and Seiichi Komiya†1

In the organizations such as companies, plural projects are carried out in
parallel. In addition, plural projects share human and non-human resources

(i.e. worker, development environment) to carry out each work. Therefore it is
not rare that the demand that a project want to use shared resource between
plural projects around the same time. In such a situation, there is the pro-
cess that cannot change resource and adjust schedule by competing resource’s
schedule. We call such a process bottleneck process. If a delay spread to bottle-
neck process, project cannot complete at due date because it is not possible to
adjust schedule or to change resource. It is necessary to take measures to pre-
vent process delay from spreading to bottleneck process. Therefore this paper
proposes a method to detect bottleneck process automatically by Perturbation-
based Repercussion Analysis to simulate what repercussion effects on successive
processes are affected by given delay (perturbation).

1. は じ め に

大規模なソフトウェアの開発は労働力を結集するためにプロジェクトを組んで行われるの

が一般的である．どのようなライフサイクルモデルを採用しようとも，ソフトウェア開発プ

ロジェクトには，開発計画（＝開発のための作業スケジュールや各作業への要員割当てなど

に関する計画）というものが必ず存在する．したがって，プロジェクトを成功へと導くため

には，ソフトウェア開発計画を基に管理目標を設定し，その達成度をフォローするという方

法が効果的である．

企業などでは，複数のプロジェクトが同時期に並行して行われている．このため，同一の

人的リソース（作業者）または非人的リソース（開発環境など）が，同時期に複数のプロ

ジェクトまたは作業で必要となり，使用されることがある．同一のリソースが同時期に複数

のプロジェクトまたは作業で使用されているとき，そのようなリソースが使用されている工

程に対して日程調整や使用しているリソースの変更などを行う場合，同時期に同一のリソー

スが使用されている別プロジェクトまたは別の作業との関係で，使用しているリソースの変

更も日程調整もできないような状況が生じる．このような状況にある工程を我々はボトル

ネック工程と呼んでいる．遅延がこのような工程にまで波及した場合，日程調整やリソース

変更などの対策が行えないために，プロジェクトが納期までに完了できなくなってしまうこ

とがある．ボトルネック工程にまで工程遅延が波及しないようにするためには，ボトルネッ

ク工程よりも前の工程で遅延を解消するなどの対策を講ずる必要がある．しかし，ボトル
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ネック工程を事前に検出することは容易ではない．なぜなら，自プロジェクトだけでなく，

他プロジェクトの開発計画をも把握しなければならないからであり，日々変化していくスケ

ジュールをも把握しなければならないからである．

そこで我々は，実プロジェクトで起こりうる種々の工程遅延が実際に起こったと仮定して，

仮の工程遅延を与えること（これを摂動という）により，工程遅延が後続工程にどのような

影響を及ぼすかをシミュレート（影響波及解析）することにより，ボトルネック工程を自動

検出する方法を提案するとともに，提案した方法の有効性を検証する．

本稿の構成を以下に示す．まず 2章で，ソフトウェア開発計画立案問題が持つ制約とその

内容について述べる．3章では，関連研究について述べる．4章では，ボトルネック工程と

潜在的ボトルネック工程の定義を述べるとともに，その事例を示す．5章では，工程遅延が

後続工程に及ぼす影響波及の解析方法を明らかにする．6章では，4章で示した事例を基に

提案した解析方法の適用例を示す．7章では，6章で示した適用例（工程遅延がもたらす影

響波及の解析事例）を基に，提案した解析方法の有効性を議論する．8章では本稿のまとめ

を述べる．

2. ソフトウェア開発計画問題が持つ制約

本研究では，ソフトウェア開発計画案が満たさなければならない条件を制約としてとらえ

る1),2)．以下にソフトウェア開発計画立案問題が持つ制約の内容を具体的に記す．

( 1 ) 作業順序に関する制約

ソフトウェア開発の各工程は，中間成果物を媒介として，それらの実施順序が決定する．

図 1 の工程 bを例にあげて説明する．

工程 bを実施するには，工程 aによる成果物（中間成果物）αが工程 bに着手する前に

生成されていなければならない．これを工程 bの事前条件と呼ぶ．また，工程 bの成果物

（中間成果物）β が工程 cに着手する前に生成されていなければならない．これを工程 bの

事後条件と呼ぶ．中間成果物 α，β によって工程 a，b，cの実施順序が決まる．このような

制約を作業順序に関する制約と呼ぶ．

( 2 ) リソースの割当て条件に関する制約

ソフトウェア開発の各作業には，その作業を実施するうえで必要となるスキル，資格，機

能などを持つ人的リソース（要員），または非人的リソース（マシン環境など）しか割り当

てることができない．これを，リソースの割当て条件に関する制約と呼ぶ．たとえば，プロ

グラム開発言語や，システムのテスト，デバッグ作業などの工程はそれぞれの作業を遂行す

図 1 中間成果物に基づく作業順序に関する制約
Fig. 1 The constraints on working sequence based on intermediate products.

る能力を持つ者でなければ担当できない．このため，ソフトウェア開発の作業スケジュール

は，ソフトウェア開発のための各作業が持つ人的リソースと非人的リソースの割当て条件に

関する制約に依存する．

( 3 ) リソースの割当て可能期間に関する制約

ソフトウェア開発の各作業には，割当て条件を満足するリソースでも，そのリソースに

とって割当て可能な期間（＝空きスケジュール）にしか，そのリソースを割り当てることが

できないという制約がある．このような制約をリソースの割当て可能期間に関する制約と

呼ぶ．

( 4 ) リソースの能力的限界に関する制約

各リソースの能力的限界を表現するために容量（“capacity”）という概念を導入し，リ

ソースの属性として表現する．具体的には，容量をそのリソースの稼働率（単位は%）の上

限値で表現する．すなわち，そのリソースに割り当てられた 1日の作業時間の合計（並列に

進められる複数の作業に同一のリソースが割り当てられた場合にはそれらの合計）を，そ

のリソースが 1日稼動可能な時間で割り，その値に 100を掛けることによって得られる値

を稼働率とする．そして，あらかじめ設定された各リソースの稼働率の上限をもって，そ

のリソースの能力的限界に関する制約と呼ぶ．たとえば，ある作業者 P1に対して，1週間

（5 日）に作業 A（所要日数 2 日）と作業 B（所要日数 2 日）の 2 つが割り当てられてい

たとすると，作業者 P1のその週の稼働率は 80%となる．このとき，P1の稼働率の上限が

80%以上に設定されていれば，これらの作業は P1に割当て可能であるが，80%未満に設定

されていれば，これらの作業は P1には割当て不可能となる．このようにすれば，稼働率を
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作業者の負荷状況を示す尺度として利用することができ，作業者に対する過度の作業の割当

てをチェックできる．非人的リソースに対しても同様の概念を導入する．なお，容量（上限

稼働率）は一般にリソースのランクによって異なると考えられる．また，稼動率が 100%つ

まり 1日に割り当てられる上限は現在 8時間をデフォルトとしている．

プロジェクトの各工程に割り当てられたリソースの組合せが，制約をすべて満たしていれ

ば，その組合せはソフトウェア開発計画の候補と考えることができる．つまり，ソフトウェ

ア開発計画を立案することは，制約の多い組合せ最適化問題を解くことであるといえる．

3. 関 連 研 究

PMDB 7)，Design-Net 8),9)，KyotoDB 10)，PROMX 11)などのように，これまでにもソ

フトウェア開発プロジェクトの作業構造を表現する種々のモデルが数多く提案されている．

しかし，これらのモデルは作業の階層構造や先行後続関係の表現に焦点を当てているので，

プロジェクトの作業構造を表現するモデルとしては有用であるが，ソフトウェア開発におけ

る作業とその実行を可能にするリソースとの関連や，リソースの割当て条件や割当て可能期

間に関する制約を明示的に扱ってはいない（PMDBでは，実体として人（Person）をあげ

ているが，その割当て可能期間に関する制約は扱っていない）．このため，これらはソフト

ウェア開発プロジェクトのプロジェクト管理のためのモデルとしては不十分である．

最後に，最近話題になっているCCPM（Critical Chain Project Management）6),13),16),17)

と，我々のアプローチとの比較を行う．CCPMについて議論するには，まず TOC（Theory

of Constraints：制約条件の理論）13)–15) から語らなければならない．TOCとは，企業活動

の中で最も弱い部分（これを TOCでは制約条件と呼んでいる）に着目し，そこを集中的に

強化・改善することにより，最小の努力で最大の成果をあげようとするマネジメント手法

である．このような TOC の考えに基づき，全体最適化の視点から行うプロジェクト管理

手法が CCPMである．従来の Critical Pathの代わりに Critical Chainを用い，工程見積

りに含まれる安全性確保のための工数の割増し部分を取り除いて（具体的には，成功確率

50%の工数見積りを採用して）各工程の期間を短くする代わりに，Critical Path上の工程

の最後にプロジェクトバッファ（余裕日）を設けて集約して管理する．また，合流パスの遅

れから Critical Chainを守るために，Critical Chainに合流する作業と Critical Chain上

の作業の間に合流バッファを挿入する．そして，納期やコスト，さらにはリソースの制約を

考えて，プロジェクトのスケジュール案を立案する．このようにしてから，プロジェクトマ

ネージャは，各工程の進捗を管理するのではなく，バッファの消費具合によってプロジェク

ト全体の進捗を把握する．上記が CCPMの概要である．

CCPMと我々のアプローチとの相違は次のとおりである．

• 工数見積りの考え方が異なる．CCPMでは，各工程の工数見積りに成功確率 50%の工

数見積りを採用し，合流バッファとプロジェクトバッファを用いて，見積り誤りによる

工程遅延の危険性を低減させている．我々のアプローチでは，合流バッファとプロジェ

クトバッファによる工数の割増し部分を平均化して，各工程に振り分けている．

• 進捗管理の考え方が異なる．CCPMでは，各工程の進捗を管理するのではなく，バッ

ファの消費具合によってプロジェクト全体の進捗を管理する．このため，プロジェクト

全体での工程遅延は把握できるが，Critical Chain上にない工程の進捗把握には適して

いない．我々のアプローチでは工程ごとに進捗を管理する．このため，Critical Path

上にあるなしにかかわらず，すべての工程で進捗把握が可能である．

工程遅延が発覚したときに，対策のためのスケジュール案の再立案は CCPMでは容易で

はないが，我々のアプローチでは，すでに文献 4)，5)で示したように，我々が開発したツー

ルによって，工程遅延回復可能な計画案の再立案が動的に行える．

4. ボトルネック工程と潜在的ボトルネック工程の定義とその事例

( 1 ) ボトルネック工程の定義とその事例

複数のプロジェクトで使用しているリソースがあったとする．このリソースを使用してい

る工程に遅延が波及したときに，その工程の日程を調整することも，その工程で使用するリ

ソースを取り替えることもできない場合がある．このような状況にある工程をボトルネック

工程と呼ぶ．図 2 にその具体例を示す．

図 2 の上部は，プロジェクトのスケジュールを表し，矢印は「作業順序に関する制約」を

示している．具体的には，図 2 の上部は「工程 Aの作業が完了してから工程 Bと Dの作業

が開始される」という作業順序に関する制約を示している．図 2 の下部はリソースの使用

スケジュールを表している．理解しやすくするために，ここでは工程 Cに割当て可能なリ

ソースは αのみであると仮定する．図 2 はリソース αがプロジェクト Xの工程 Cと，プ

ロジェクト Yの工程 Qと工程 Rに割り当てられている状況を示している．この事例では，

リソース αが割り当てられている，連続する 3つの工程 C，Q，Rの間には余裕日がまっ

たくないことに読者は注意してほしい．

このような状況において，プロジェクト Xの工程 Bに遅延が発生した場合，「作業順序に

関する制約」により，遅れた日数分だけ工程 Cの開始日と終了日が予定より遅くなる．プ
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図 2 ボトルネック工程の例
Fig. 2 An example of bottleneck processes.

ロジェクト Xのスケジュールだけを見ると，工程 Cには 3日間の余裕日があるため，3日

間の遅れまでなら，遅れた日数分だけ工程 C の開始日と終了日を遅らせることで調整でき

ると読み取れてしまう．しかし，そのようにすると「リソースの割当て可能期間に関する制

約」により，工程 C，Q，Rに割り当てられているリソース αは，遅れた日数分だけ工程

Qの作業に着手するのが遅くなり，工程 Qのために 3日間の作業日数を確保できなくなる

ので，工程 Qにはリソース αを割り当てることができない．そのため，リソース αを工程

C に割り当てるには，リソース α の空きスケジュールが 3 日以上連続する 19 日まで待た

なければならない．このため，要員の追加，プロジェクト Y工程 Qのリソース変更などを

行わない限り，プロジェクトの終了日が大幅に延期され，プロジェクトは失敗してしまう．

このため，工程 Cはその作業日程を 1日も動かすことができない．また，工程 Cに割当て

可能なリソースは αだけなので，工程 Cでは使用するリソースを取り替えることもできな

い．したがって，図 2 の例では，工程 Cがボトルネック工程である．

プロジェクトを成功へ導くためには，たとえ 1日の工程遅延でも，その影響がボトルネッ

ク工程に波及しないようにプロジェクトを進めていかなければならない．そのためには，ボ

トルネック工程（図 2 の例では工程 C）の直前の工程（図 2 の例では工程 B）の終了時ま

でに，1日の遅延も生じていない状態にしなければならない．

( 2 )潜在的ボトルネック工程の定義とその事例

元来はボトルネック工程ではなかった工程が，工程遅延の影響を受け，その実施日が遅く

なることによって，ボトルネック工程に変質する場合がある．そのような状況にある工程を

潜在的ボトルネック工程と呼ぶ．

図 3 ボトルネック工程の例 2

Fig. 3 Another example of bottleneck processes.

図 3 を例にとって説明する．工程 B，C，Dにリソース β，α，γ がそれぞれ割り当てら

れていて β，α，γ 以外に割当て可能なリソースは存在しないとする．また，工程 A，Eに

関しては，割り当てるリソースに何の制約もないので何日でも遅らせることが可能であると

する．

図 3 において，工程 Cに割当て可能なリソースは αしか存在しない．しかも，リソース

αの制約により，工程 Cは最大で 2日間までしか遅らせることができない．このため，2日

間の工程遅延が工程 Cに及ぶと，工程 Cはその作業日程を動かすことも，使用するリソー

スを取り替えることもできなくなる．つまり，2日間の工程遅延で工程 Cはボトルネック工

程に変質する．

工程 Bに割当て可能なリソースは β しか存在しない．しかも，リソース β の制約により，

工程 Bは最大 3日間まで遅らせることが可能であるように見える．しかし，工程 Bの後続

工程 Cが 2日間の工程遅延でボトルネック工程に変質するので，2日間の工程遅延で工程

Bはその作業日程を変更することも，使用するリソースを取り替えることもできなくなる．

つまり，2日間の工程遅延で工程 Bはボトルネック工程に変質する．

工程 A の後続工程は工程 B と工程 D の 2 つである．工程 A の後続工程 B が 2 日間の

工程遅延でボトルネック工程に変質するので，工程 A–工程 B–工程 C–工程 Eのパスでは，

工程 Aは最大で 2日間の工程遅延しか許されないことが分かる．一方，工程 A–工程 Dを

調べてみると，工程 Aは割り当てるリソースに何の制約もないのでボトルネック工程には
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なりえない．これに対して，工程 Dに割当て可能なリソースは γ しか存在しない．しかも，

リソース γ の制約により，工程 Dは 1日しか遅らせることはできない．このため，1日の

工程遅延で工程 Dはその作業日程を動かすことも，使用するリソースを取り替えることも

できなくなる．つまり，1日の工程遅延で工程 Dはボトルネック工程に変質する．このた

め，工程 A–工程 Dのパスでは，工程 Dの先行工程 Aは 1日の工程遅延しか許されないこ

とが分かる．両者を比較することにより，工程 Aは 1日の工程遅延しか許されないと結論

される．

以上の考察により，図 3 の例では，潜在的ボトルネック工程は工程 B，工程 C，工程 D

の 3つであり，工程 Bは 2日間の工程遅延で，工程 Cは 2日間の工程遅延で，工程 Dは

1日の工程遅延でそれぞれボトルネック工程に変質する．

5. 提案する工程遅延の影響波及解析方法

本稿で提案する（工程遅延の影響波及の）解析方法は，「実プロジェクトで起こりうる種々

の工程遅延が実際に起こったと仮定して，仮の工程遅延を与えることにより，仮に与えた工

程遅延が後続工程にどのような影響を及ぼすかをシミュレートする」ものである．

影響波及解析の手順を，図 4 を用いて説明する．なお，下記の番号は図 4 の番号と対応

している．

1© 工程遅延が発生した工程の終了日を変更する．

2© 工程遅延が発生した工程の後続工程を「作業順序に関する制約」に基づいて検索する．

3© 検索の結果から後続工程の有無をチェックする．

4© すべての後続工程で，開始日の変更が必要な工程の開始日をすべて変更する．

5© 変更された開始日より「リソースの割当て可能期間に関する制約」に基づき，要員の

スケジュールを変更する．ただし，解析対象のプロジェクト以外の予定は変更しない．

もし，その要員に他のプロジェクトの予定が入っている場合，その予定が終了した後工

程に，作業を割り当てる．

6© 要員の再割当てを行った結果，遅延した日数よりも遅れが大きいかを確認する．

7© 遅れが大きい工程の場合，調整が必要となる工程である可能性が高いため，その工程

の情報を保存しておく． 2©から 7©を繰り返し，後続工程がなくなった（プロジェクト
が終了した）時点で，影響波及解析を終了する．

図 4 影響波及解析の流れ
Fig. 4 A flowchart of repercussion analysis.

6. 提案した解析方法の適用例

先にあげた図 3 の例を基に，解析方法（シミュレーションの方法）の適用例を以下に示す．

( 1 )最初の遅延が工程 Aに発生した場合

工程 Aに最初の遅延が発生したと仮定して，想定した日数の遅延を工程 Aに与える．1

回に与える摂動（遅延の日数）は，1回目は 1日で 2回目は 2日と，1回ごとに 1日刻みで
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増えてゆき，最終回は 5 日（1 週間）である．摂動の日数を最大で 1 週間としたのは，ソ

フトウェア開発プロジェクトで行われる進捗管理が 1週間に 1回であることが多いからで

ある．

(i) 工程 Aに与えた遅延日数が 1日の場合

この場合，（工程 Aに割り当てられたリソースには，割当て可能期間に関する制約がない

ので）工程 Aの終了日は 1日だけ延びて，2月 4日となる．工程 Aの終了日が 1日延びた

ことにより，工程 Aの後続工程である工程 Bと Dの遂行期間も．それぞれ 1日延びる．工

程 Bと Dの遂行期間が 1日延びても，工程 Bと Dに割り当てられたリソース β と γ の割

当て可能期間に関する制約には抵触しないので，工程 Bの遂行期間は 2月 5日～8日，工

程 Dの遂行期間は 2月 9日～14日となる．

工程 Bの終了日が 1日延びたことにより，工程 Bの後続工程 Cの遂行期間は早くても 2

月 9日～11日となる．工程 Cの終了日が 1日延びても，（工程 Cに割り当てられたリソー

ス αの割当て可能期間に関する制約には抵触しないので）工程 Cの遂行期間は 2月 9日～

11日となる．

工程 Cと工程 Dの両方の後続工程である工程 Eは，工程 Cと工程 Dの遅延の影響を受

けるが，工程 Eに割り当てられたリソースには割当て可能期間に関する制約がないので，そ

の遂行時期は 1日延びるだけである．このため，工程 Eの遂行期間は 2月 15日～17日と

なる．

(ii) 工程 Aに与えた遅延日数が 2日の場合

この場合，工程 Aに与えた遅延日数が 1日の場合と同様に考えれば，各工程の開始日と

終了日が決定する．その結果，工程 Aは終了日が 2日だけ延びて 2月 5日となる．工程 A

の遅延の影響を受けて，工程 Bはその遂行期間が 2月 6日～9日となる．工程 Bの遅延の

影響を受けて，工程 Cの遂行期間は 2月 10日～12日となる．

工程 Aの遅延の影響を受けて，工程 Dの遂行期間は早くても 2月 6日～15日となるが，

工程 Dに割り当てられたリソース γ には，2月 15日～18日に別プロジェクトの予定が入っ

ているので，この時期に γ を割り当てることはできない．そのうえ，工程 Dに割当て可能

なリソースは γ だけなので，工程 Dの遂行期間は γ の予定が空く 2月 19日～28日となる．

このため，この段階になって，前の段階で（つまり，工程 Aの遅延が 1日だったときに），

工程 Dはすでに潜在的なボトルネック工程になっていたことが分かる．

工程 C の遅延の影響を受けて，工程 E の遂行期間は早くても 2 月 13 日～15 日となり，

工程 Dの遅延の影響を受けて早くても 3月 1日～3日となる．しかし，工程 Eに割り当て

られたリソースには割当て可能期間に関する制約がないので，結論として工程 Eの遂行期

間は 3月 1日～3日となる．

(iii) 工程 Aに与えた遅延日数が 3日の場合

この場合，工程 Aに与えた遅延日数が 1日の場合と同様に考えれば，各工程の開始日と

終了日が決定する．その結果，工程 Aは終了日が 3日だけ延びて 2月 6日となる．工程 A

の遅延の影響を受けて，工程 Bの遂行期間は 2月 7日～10日となる．工程 Bの遅延の影

響を受けて，工程 Cの遂行期間は早くても 2月 11日～13日となる．ところが，工程 Cに

割り当てられていたリソース αには，2月 13日～15日に別プロジェクトの予定が入ってい

るので，この時期に αを割り当てることはできない．そのうえ，工程 Cに割当て可能なリ

ソースは αだけなので，工程 Cの遂行期間は αの予定が空く 2月 16日～18日となる．こ

のため，この段階になって，前の段階で（つまり，工程 Aの遅延が 2日だったときに），工

程 Cはすでに潜在的なボトルネック工程になっていたことが分かる．

工程 Aの遅延の影響を受けて，工程 Dの遂行期間は早くても 2月 7日～16日となる．と

ころが，工程Dに割り当てられたリソース γ には，2月 15日～18日に別プロジェクトの予

定が入っているので，この時期に γ を割り当てることができない．そのうえ，工程 Dに割

当て可能なリソースは γ だけなので，工程 Dの遂行期間は γ の予定が空く 2月 19日～28

日となる．このため，この段階になって，前の段階で（つまり，工程 Aの遅延が 1日だっ

たときに），工程 Dはすでに潜在的なボトルネック工程になっていたことが分かる．

工程 C の遅延の影響を受けて，工程 E の遂行期間は早くても 2 月 19 日～21 日となり，

工程 Dの遅延の影響を受けて早くても 3月 1日～3日となる．しかし，工程 Eに割り当て

られたリソースには割当て可能期間に関する制約がないので，結論として工程 Eの遂行期

間は 3月 1日～3日となる．

(iv) 工程 Aに与えた遅延日数が 4日の場合

この場合，工程 Aに与えた遅延日数が 1日の場合と同様に考えれば，各工程の開始日と

終了日が決定する．その結果，工程 Aは終了日が 4日だけ延びて 2月 7日となる．工程 A

の遅延の影響を受けて，工程 Bの遂行期間は 2月 8日～11日となる．ところが，工程 Bに

割り当てられたリソース β には，2月 11日～14日に別プロジェクトの予定が入っているの

で，この時期に β を割り当てることができない．そのうえ，工程 Bに割当て可能なリソー

スは β だけなので，工程 Bの遂行期間は β の予定が空く 2月 15日～18日となる．このた

め，この段階になって，前の段階で（つまり，工程 Aの遅延が 3日だったときに），工程 B

はすでに潜在的なボトルネック工程になっていたことが分かる．工程 Bの遅延の影響を受
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けて，工程 Cの遂行期間は 2月 19日～21日となる．

工程 Aの遅延の影響を受けて，工程 Dの遂行期間は早くても 2月 8日～17日となる．と

ころが，工程 Dに割り当てられたリソース γ には，2月 15日～18日に別プロジェクトの

予定が入っているので，この時期に γ を割り当てることができない．そのうえ，工程 Dに

割当て可能なリソースは γ だけなので，工程 Dの遂行期間は γ の予定が空く 2月 19日～

28日となる．

工程 C の遅延の影響を受けて，工程 E の遂行期間は早くても 2 月 22 日～24 日となり，

工程 Dの遅延の影響を受けて早くても 3月 1日～3日となる．しかし，工程 Eに割り当て

られたリソースには割当て可能期間に関する制約がないので，結論として工程 Eの遂行期

間は 3月 1日～3日となる．

(v) 工程 Aに与えた遅延日数が 5日の場合

この場合，工程 Aに与えた遅延日数が 1日の場合と同様に考えれば，各工程の開始日と

終了日が決定する．その結果，工程 Aは終了日が 5日だけ延びて 2月 8日となる．工程 A

の遅延の影響を受けて，工程 Bの遂行期間は 2月 9日～12日となる．ところが，工程 Bに

割り当てられたリソース β には，2月 11日～14日に別プロジェクトの予定が入っているの

で，この時期に β を割り当てることができない．そのうえ，工程 Bに割当て可能なリソー

スは β だけなので，工程 Bの遂行期間は β の予定が空く 2月 15日～18日となる．このた

め，この段階になって，前の段階で（つまり，工程 Aの遅延が 3日だったときに），工程 B

はすでに潜在的なボトルネック工程になっていたことが分かる．工程 Bの遅延の影響を受

けて，工程 Cの遂行期間は 2月 19日～21日となる．

工程 Aの遅延の影響を受けて，工程 Dの遂行期間は早くても 2月 9日～18日となる．と

ころが，工程 Dに割り当てられていたリソース γ には，2月 15日～18日に別プロジェク

トの予定が入っているので，この時期に γ を割り当てることができない．そのうえ，工程

Dに割当て可能なリソースは γ だけなので，工程 Dの遂行期間は γ の予定が空く 2月 19

日～28日となる．

工程 C の遅延の影響を受けて，工程 E の遂行期間は早くても 2 月 22 日～24 日となり，

工程 Dの遅延の影響を受けて早くても 3月 1日～3日となる．しかし，工程 Eに割り当て

られたリソースには割当て可能期間に関する制約がないので，結論として工程 Eの遂行期

間は 3月 1日～3日となる．

( 2 ) 最初の遅延が工程 Bに発生した場合

この場合，工程 Aには遅延がないので，工程 Aの後続工程である工程 Dの遂行期間は

当初の予定どおり 2月 4日～13日となる．

(i) 工程 Bに与えた遅延日数が 1日の場合

この場合，工程 Bの終了日は 1日延びて 2月 8日となる．工程 Bの後続工程 Cの遂行

期間も 1日延びて 2月 9日～11日となる．工程 Eの遂行期間は予定どおりの 2月 14日～

16日となる．

(ii) 工程 Bに与えた遅延日数が 2日の場合

この場合，工程 Bの終了日は 2日延びて 2月 9日となる．工程 Bの後続工程 Cの遂行期

間も 2日延びて 2月 10日～12日となる．工程 Eの遂行期間は予定どおりの 2月 14日～

16日となる．

(iii) 工程 Bに与えた遅延日数が 3日の場合

この場合，工程 Bの終了日は 3日延びて 2月 10日となる．このため，工程 Cの遂行期

間は早くても 2月 11日～13日となる．ところが，工程 Cに割り当てられていたリソース

αには，2月 13日～15日に別プロジェクトの予定が入っているので，工程 Cの遂行期間は

α の予定が空く 2 月 16 日～18 日となる．このため，この段階になって，前の段階で（つ

まり，工程 Aの遅延が 2日だったときに），工程 Cはすでに潜在的なボトルネック工程に

なっていたことが分かる．

工程 Aには遅延がないので，工程 Cの遅延の影響のみを受けて，工程 Eの遂行期間は早

くても 2月 19日～21日となる．

(iv) 工程 Bに与えた遅延日数が 4日の場合

この場合，工程 Bの終了日は 4日延びて 2月 11日となる．このため，工程 Cの遂行期

間は早くても 2月 12日～14日となる．ところが，工程 Cに割り当てられていたリソース

αには，2月 13日～15日に別プロジェクトの予定が入っているので，工程 Cの遂行期間は

αの予定が空く 2月 16日～18日となる．

工程 Aには遅延がないので，工程 Cの遅延の影響のみを受けて，工程 Eの遂行期間は 2

月 19日～21日となる．

(v) 工程 Bに与えた遅延日数が 5日の場合

この場合，工程 Bの終了日は 5日延びて 2月 12日となる．このため，工程 Cの遂行期

間は早くても 2月 13日～15日となる．ところが，工程 Cに割り当てられていたリソース

αには，2月 13日～15日に別プロジェクトの予定が入っているので，工程 Cの遂行期間は

αの予定が空く 2月 16日～18日となる．

工程 Aには遅延がないので，工程 Cの遅延の影響のみを受けて，工程 Eの遂行期間は 2
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月 19日～21日となる．

( 3 ) 最初の遅延が工程 Cに発生した場合

この場合，工程 Aと工程 Bに遅延がないので，工程 Bの後続工程である工程 Cの遂行

期間は当初の予定どおり 2月 8日～10日となる．工程 Aに遅延がないので，工程 Aの後

続工程である工程 Eの遂行期間は当初の予定どおり 2月 4日～13日となる．

(i) 工程 Cに与えた遅延日数が 1～3日の場合

この場合，工程 Cの終了日は，遅延が 1日のときに 2月 11日，2日のときに 2月 12日，

3日のときに 2月 13日となる．しかし，工程 Cには 3日間の余裕があるので，工程 Cの

後続工程である工程 Eにはまったく影響がなく，工程 Eの遂行期間は当初の予定どおり 2

月 4日～13日となる．

(ii) 工程 Cに与えた遅延日数が 4～5日の場合

この場合，工程 Cの終了日は，遅延が 4日のときに 2月 14日，5日のときに 2月 15日

となる．ところが，工程 Cに割り当てられていたリソース αには，2月 13日～15日に別

プロジェクトの予定が入っているので，工程 Cの遂行期間は αの予定が空く 2月 16日～

18日となる．

工程 Aと Bに遅延がないので，工程 Cのみの遅延の影響を受けて，工程 Eの遂行期間

は 2月 19日～21日となる．

( 4 ) 最初の遅延が工程 Dに発生した場合

この場合，工程 A，B，Cのいずれにも遅延がないので，これら工程の遂行期間はいずれ

も予定どおりとなる．

(i) 工程 Dに与えた遅延日数が 1日の場合

工程 Dの終了日は 1日延びて 2月 14日となる．工程 Dの後続工程 Eは工程 Dの遅延

の影響を受けて，その遂行期間は 2月 15日～17日となる．

(ii) 工程 Dに与えた遅延日数が 2～5日の場合

この場合，工程 Dの終了日は，遅延が 1日のときに 2月 14日，2日のときに 2月 15日，

3日のときに 2月 16日，4日のときに 2月 17日，5日のときに 2月 18日となる．ところ

が，工程 Dに割り当てられていたリソース γ には，2月 14日～18日に別プロジェクトの

予定が入っているので，そのプロジェクトにおいて γ が割り当てられていた工程の開始日

を遅らせなければならなくなるので，そのプロジェクトに迷惑をかけることになる．このた

め，この段階になって，前（つまり，工程 Dの遅延が 1日のみ）の段階で，工程 Dはすで

にボトルネック工程になっていたがことが分かる．

工程 Dの後続工程である工程 Eには割当て可能期間にまったく制約がないので，工程 D

が遅延した日数分だけ工程 Eの遂行期間が遅くなる．

( 5 ) 最初の遅延が工程 Eに発生した場合

この場合，工程 A，B，C，Dのいずれにも遅延がないので，これら工程の遂行期間はい

ずれも予定どおりとなる．

工程 Eに割り当てられたリソースには割当て可能期間に関する制約がないので，工程 E

に遅延が発生しても，遅延日数分の遅延にしかならない．つまり，割当て可能期間に関する

制約に基づく遅延日数の増幅はない．

7. 適用事例に基づく提案手法の有効性の議論

6章では，摂動を用いた影響波及解析の方法（工程遅延が後続工程に及ぼす影響を解析す

る方法）を図 3 の例に適用した事例を示した．その解析結果を表 1 に示す．

我々は，摂動を用いた影響波及解析により，与えた摂動（工程遅延の日数）に対して，各

工程の遅延がそれぞれ何日になるかを求めた．その結果は表 1 のとおりである．

( 1 ) 与えた摂動の日数よりも遅延が大きくなっている箇所は次の 2 つであることが判明

した．

・工程 Aの遅延が 3～5日の場合

工程 Cが 8日の遅延，工程 Eが 5日の遅延

・工程 Bの遅延が 3～5日の場合

工程 Cが 8日の遅延，工程 Eが 12日の遅延

( 2 ) 与えた摂動の日数よりも遅延が大きくなっている箇所は，与えた摂動の日数よりも少

ない遅延のときにすでにボトルネックになっていることが判明した．具体的には次の

2カ所である．

・工程 Aの遅延が 2日の時点で工程 Cがボトルネック状態になっている．

・工程 Bの遅延が 2日の時点で工程 Cがボトルネック状態になっている．

( 3 ) 本稿では，摂動を 1日刻みで与えたが，1日刻みでなくても，ボトルネック状態にあ

る工程を検出できることが多い．たとえば，摂動を 2日刻みで与えても，( 1 )と ( 2 )

の結果が得られる．

( 4 ) 本稿で提案した解析方法を使えば，どの工程が何日の遅延でボトルネック状態になる

かということ（潜在的ボトルネック工程の詳細）を調べることが可能となる．

( 5 ) 工程遅延が発生する前に，潜在的ボトルネック工程の詳細を知ることができれば，潜
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表 1 摂動を用いた影響波及解析の結果
Table 1 The results of perturbation-based repercussion analysis.

在的ボトルネック工程に遅延が及ばないようにするための事前対策を立てることが可

能となる．

( 6 ) 実際に遅延が発生し，その遅延がボトルネック状態にある工程へ波及する可能性があ

ると判断できた場合には，ボトルネック状態にある工程へ遅延が波及する前に対策を

講じ，工程遅延を解消しなければならない．そのための対策としては以下の 3 案が

ある．

(i) ボトルネック状態にある工程の前工程に対してクラッシングを施す．

(ii) ボトルネック状態にある工程そのものにクラッシングする．

(iii) ボトルネック状態にある工程が使用するリソースを，別プロジェクトの開発計

画では使用しないように変更する．

ここで，クラッシングとは，割当て可能なリソースを数多く割り当てることである．我々

は，工程遅延が発生したとき，(i)および (ii)により，工程遅延を回復できるような計画案
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を自動生成する機能をすでに実装するとともに，論文発表をしている2)．

しかし，(iii) は競合する複数のプロジェクトにおいて，どのプロジェクトを優先してク

ラッシングするかという問題を含んでいるので，人間の判断が必要となるので，完全な自動

対策は不可能である．

なお，本稿の例では，説明の都合上簡略化した事例を用いている部分がある．たとえば，

本稿では土曜日・日曜日・祝日といった休日を考慮していないため，実際にそれらを考慮に

入れた場合，5日の遅延が 1週間の遅延となり，より大きな遅延に感じられることになる．

また，本稿で採り上げた事例は，1つのリソースが 1度に複数のプロジェクトや作業を兼

務している状況が実際にはありえないほど極端であるが，本稿で提案した手法の有効性を示

すために用いた．問題の質を変更していないので，そのような事例でも本稿で提案した手法

の有効性を示すうえでは有効であると考えている，

8. お わ り に

本稿の提案では，プロジェクトに種々の摂動を仮に与えることにより，その影響がどのよ

うに波及していくのかシミュレートする影響波及解析を用いることで，ボトルネック工程を

検出することが可能になった．また，従来工程遅延発生後に用いられた影響波及解析を，発

生前の段階で用いることで，pro-activeな対策が行えることを可能にした．

本稿では，プロジェクトに存在するボトルネック工程とその問題点を述べた．そして，影

響波及解析を行うことにより，ボトルネック工程を自動検出する手法と，その有効性につい

て述べた．さらに，検出されたボトルネック工程よりも前の工程にクラッシングを適用する

ことにより，ボトルネック工程に遅延を波及しないようにできることを述べた．
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